
WITH OUR REGION中小企業の経営の改善及び  地域の活性化 のための取組みの 状況

 　中小企業（※）の経営支援に関する取組方針　 
　当行では、中小企業の皆さまとの接点や日常的・継続的な信頼関係を一層強化するとともに、営業店と本部との連携
によって、中小企業の皆さまの課題解決や経営支援に取組んでまいります。
　また、行政や外部機関・外部専門家等とも連携し、中小企業の皆さまの経営支援とともに、地域経済の活性化や成長に
向けて取組んでまいります。

（※）小規模事業者を含みます。以下も同じです。

　ビジネスマッチングにかかる取組み事例紹介
当行お取引先とのビジネスマッチングを通じて、お取引先企業の販路開拓と課題解決のお手伝いをいたしました。

 　中小企業の経営支援に関する態勢整備　 
　当行では、営業店、本部が一体となって中小企業の皆さまの経営支援に取組んでいるほか、外部機関や外部専門家とも
連携し、お客さまの課題解決のためのサポートを実施しております。

経営支援検討会
　お客さまの課題解決や経営改善支援に取組むため、当行営業店や本部各部が連携し、お客さまの個別課題やニーズを把握・共有するとともに、販路
拡大や課題解決に向けた経営支援策を検討。

代表的な外部機関・外部専門家（抜粋）
○中小企業再生支援協議会
○とっとり企業支援ネットワーク
○山陰中小企業支援3号投資事業有限責任組合
○中小企業診断協会　鳥取支部　　○TKC中国会

○伊藤忠商事㈱ ○大阪中小企業投資育成
○㈱川原経営総合センター ○オリックス㈱
○日本貿易振興機構（JETRO）
○日本政策金融公庫　農林水産事業

○鳥取県・各市町村　○（公財）鳥取県産業振興機構
○鳥取大学
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課題・ニーズの
把握

課題解決の
ご提供・ご提案
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販路拡大支援　事業承継・Ｍ＆Ａ支援
医療・介護経営支援
再生可能エネルギー導入支援
海外ビジネス支援　アグリビジネス支援

ふるさと振興部　地域ビジネス推進室

審査部　経営サポート室

経営改善支援　事業再生支援

本部
鳥取銀行

営
業
店

～バイオマス発電の廃棄物を太陽光発電に活用～

地元大学 バイオマス発電
焼却灰

A社
（土木・リサイクル業） リサイクル盛土材

【効果】
・雑草生育の抑制
・軟弱地盤の改良

・開発製品を自社の工事・
造成用資材として活用
・販路開拓とPR活動が課題

太陽光発電事業者
太陽光発電設備設置業者
発電効率を維持する
ために雑草による日陰
の防止、除草による維
持コスト削減が課題

再生可能エネルギー
の分野に対する取組
みを強化

産学連携
共同研究

岩石化（特許取得）
製品開発

・当行お取引先企業との
ビジネスマッチング
・販路開拓支援
（商談会開催等によるPR）
・当行主催セミナー等で産学
連携の好事例としてご紹介

太陽光発電用地の造成や
パネルの基礎部分として
採用

 　中小企業の経営支援に関する取組状況　 
1．創業・新規事業開拓の支援

■創業・新事業支援への取組み
　創業・新事業進出にかかる制度融資の取組みのほか、創業支援に関する補助
金について情報提供を行うなど、お取引先企業の創業・新事業進出をお手伝い
しております。
　また、中小企業の創業・新事業支援に注力するビジネスプラザを２店舗展開し
ており、平成２６年４月には米子商工会議所会館出張所を支店化いたしました。
◎創業・新事業支援関連融資の取組み実績

26年度実績
創業・新事業支援関連融資商品の取組み 59件 5.2億円

【米子商工会議所会館出張所を支店化】

2．成長段階における支援
■販路拡大支援
　お取引企業の皆さまに対するコンサルティング機能発揮の一環として、外部機関との連携や当行独自の顧客管理シス
テムを活用したビジネスマッチングのほか、各種商談会の開催等を通じて販路拡大を支援しております。
　平成26年度は、東京・大阪などでも商談会を開催いたしました。
◎販路拡大支援にかかる取組み

主な商談会等 開催地 内容
とりぎん食品輸出商談会 境港 水産加工・食品関連企業を対象とした商談会で、海外に販路を持つバイヤー2社と事業者9社が参加

地方銀行フードセレクション2014 東京 「食」に特化した全国規模の展示商談会で、出展企業約550社・団体、1万名を超えるバイヤーが来場

ビジネス・エンカレッジ・フェア2014 大阪 特徴ある製品・サービスなどを展示する商談会で、関西地区でのビジネスチャンスを創出

山陰海岸ジオパーク食品商談会 鳥取 山陰海岸ジオパーク内の食品関連企業を対象とした商談会で、バイヤー7社が参加のもと、「食」に関
する商談会を開催 

◎ビジネスマッチングの取組み件数
26年度実績

ビジネスマッチング情報の提供件数（※） 2,483件
ビジネスマッチング成約件数 104件

（※）ビジネスマッチング情報の提供件数は年間2,000件を目標に掲げ重点的に取組みました。

【当行役職員による海外視察派遣】

■海外進出支援
　様々な外部機関と提携し、海外での事業展開・販路拡大に関する情報提供や課題解決に向けた支援体制の充実を図
り、お取引先の海外進出をサポートしております。

外部機関との海外進出支援提携
日本政策金融公庫
日本貿易保険
三菱UFJリサーチ＆コンサルティング
日本貿易振興機構（JETRO）
大和証券
中小企業基盤整備機構
損害保険ジャパン日本興亜
東京海上日動火災保険
三井住友海上火災保険
日本政策投資銀行

行員出向
日本貿易振興機構（JETRO）鳥取事務所

スタンドバイ・クレジット制度の取扱開始
同制度は当行が現地金融機関に対し信用状を
発行することで、信用力を補い、現地通貨での
融資を可能とするものです。

取引先
⬇スタンドバイ・クレジット発行依頼

当　行
⬇信用状発行（債務保証）

海外現地　金融機関
⬇現地通貨での融資

取引先　海外現地法人
26年度実績

支援件数 24件

マレーシア
シンガポール

次世代経営者の会
「社長塾」で視察

インドネシア
シンガポール
当行役職員を

視察派遣

【とりぎん食品輸出商談会】

取組み内容

　○ 土木・リサイクル業等を営むＡ社は、地元大学との連携によって、
廃棄物であるバイオマス発電の焼却灰から防草対策に効果がある

「リサイクル盛土材」の製品開発に成功。

　○ Ａ社では開発した「リサイクル盛土材」を自社の土木工事などで一
定量を活用していたが、幅広く製品を認知してもらうための販路
開拓とＰＲ活動が課題となっていた。

　○ 当行では再生可能エネルギーの分野に対する取組みや支援に注
力していたことから、太陽光発電所建設を検討する事業者や設備
設置業者との接点を強化していた。

　○ 当行では太陽光発電事業の計画段階からＡ社の「リサイクル盛土
材」の情報提供を行い、ビジネスマッチングによる営業支援を行っ
た。その結果、複数社とのマッチングが成約し、太陽光発電用地の
造成にＡ社製品が採用された。

　○ 加えて、商談会等での製品ＰＲのほか、Ａ社の取組みを当行主催の
セミナー等で産学連携の好事例として紹介。Ａ社のニーズである
販路開拓と製品ＰＲに的確に対応できたことで、Ａ社と当行のリ
レーション強化につながった。

「リサイクル盛土材」のご紹介

◎海外進出支援および海外ビジネス支援の件数
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WITH OUR REGION中小企業の経営の改善及び  地域の活性化 のための取組みの 状況

3．経営改善・事業再生・業種転換等の支援
　経営改善計画の策定支援や外部機関との連携等を通じて、コンサルティング機能の発揮に努めております。

■経営改善支援の取組み
　経営改善支援対象先に対し、審査部内の専門部署である経営サポート室と営業店が一体となって、対象先の問題点に
対する解決策の策定・実施や進捗管理などを行っております。
◎経営改善支援による債務者区分ランクアップ（26年4月～27年3月）

◎医療・介護関連融資の取組み

期初 
債務者数 

A

経営改善
支援取組み率

=α/A

ランクアップ
率

=β/α

再生計画
策定率
＝δ/α

うち経営
改善支援

取組み先 α

αのうち期末に
債務者区分が
ランクアップし

た先数 β

αのうち期末に
債務者区分が
変化しなかった

先 γ

αのうち
再生計画を
策定した
先数 δ

正常先① 2,566 20 19 14 0.8％ 70.0％
要注
意先

うちその他要注意先② 1,536 66 10 53 53 4.3％ 15.2％ 80.3％
うち要管理先③ 11 2 2 0 2 18.2％ 100.0％ 100.0％
破綻懸念先④ 303 12 1 9 3 4.0％ 8.3％ 25.0％
実質破綻先⑤ 66 3 0 1 0 4.5％ 0.0％ 0.0％

破綻先⑥ 15 0 0 0 0 0.0％ 0.0％ 0.0％
小計（②～⑥の計） 1,931 83 13 63 58 4.3％ 15.7％ 69.9％
合計 4,497 103 13 82 72 2.3％ 12.6％ 69.9％

■地域の成長産業や特定分野に対する支援
　医療・介護分野のお客さまを対象としたセミナーを開催しているほか、本部に医療・介護における専担者を配置し、お客
さまのニーズにお応えする態勢を整備しております。

■地域の物産・観光PR活動の積極展開
　地域金融機関として、積極的に地域の物産・観光をPRしております。
平成26年度は世界ジオパークに再認定された山陰海岸をPRするため、フェアを開催したほか、地元特産品をお礼の品に
用い、鳥取県へのふるさと納税を促進する「故郷とっとり応援定期預金」の取扱いを開始いたしました。

（※）債務者区分ランクアップ先数は平成24～26年度の3年間で30先のランクアップを目標に掲げ、重点的に取組みました結果、3年間累計で46先がランクアップいたしました。

（単位：先数）

　◎格付開示サービス
　当行では、コンサルティング機能の発揮とお取引先企業と
の関係強化を目指して、当行が統一的な尺度で評価させて
いただいた「格付」を開示するサービスを実施しております。
　格付の開示とともに特徴的な財務指標をピックアップして
解説させていただくことで、財務内容の改善や課題解決に
役立ててもらうことを目指しています。なお、平成26年度は
344件の開示を実施しております。
■事業再生支援の取組み
　中小企業再生支援協議会と連携を図り、新たに4先に
ついて経営改善支援に向けた取組みを開始いたしました。

◎中小企業再生支援協議会の活用
26年度実績

中小企業再生支援協議会への相談持込件数 4先

【とりぎん介護事業セミナー】

◎行政・関係機関等や行政施策と連携した取組み

■行政・関係機関等との連携による地域の活性化
　行政や関係機関等と連携し、地域経済の活性化や成長に向けた様々な取組みを積極的に展開しております。

項目 内容

「とっとり共生の里づくり」活動協定の締結 鳥取県および智頭町と当行で「とっとり共生の里づくり」活動協定を締結。平成27年4月より、農業振
興と地域活性化を目指して、当行役職員が地域の方々と農業を通じて交流を開始

鳥取県ふるさと納税特別パートナー企業の認定 鳥取県へのふるさと納税を応援する定期預金の取扱開始に伴い、鳥取県より特別パートナー企業に
認定。ふるさと納税の寄附を促進するとともに、お礼の品として地元特産品の魅力を全国にPR

地方創生に関する行内体制の整備 今後、各地方公共団体で地方版総合戦略が策定されていくことを踏まえ、地域金融機関として積極
的に関与すべく、担当部署・担当者を明確にし、全店の支店長をサポーターに任命

地元大学との連携強化
「地域資源を活用した産業創出」や「産学連携による産業廃棄物の有効活用」をテーマにした「鳥取大
学・鳥取銀行連携セミナー」を開催。また、地元大学で役職員による講義を開催したほか、大学が保有
する技術や産学連携による成果などを紹介するレポートを作成し、当行ホームページ等を通じて紹介

海外進出および海外ビジネス支援のための外部
機関との業務提携

取引先の海外での事業展開を支援するため、日本政策金融公庫および日本貿易保険との業務提携
を開始。業務提携により、現地通貨での円滑な資金調達支援と現地でのリスクをカバーする貿易保
険を紹介

 　地域の活性化に関する取組状況　 

【「とっとり共生の里づくり」活動協定の締結】 【地方創生に関する行内体制整備（担当部署）】

 　地域密着型金融への取組み　 

　当行は地域密着型金融を地域金融機関として恒久的に取
組むべき課題であると認識し、中期経営計画においても、その
考え方を踏まえて各種施策を策定しております。
　平成27年度からスタートした中期経営計画『考動と開革Ⅱ 
27-29』では、「地方創生への積極的な関与」「お客さま満足度
の向上」「地域と当行の将来を担う人財の育成」という3つの
基本方針のもと、急速な少子高齢化や人口減少などの環境変
化に的確に対応し、お客さまとの関係や地域との連携を強化
することにより、「お客さまの明るい未来と活力あふれる地域
を創造する銀行」を目指してまいります。

1 お取引先企業に対するコンサルティング機能の発揮
 ⑴ 創業・新事業支援 ⑵ 成長段階における支援
 ⑶ 経営改善・事業再生支援 ⑷ 事業承継支援
 ⑸ 専門人材の育成

2 地域の面的再生への積極的な参画
 ⑴ 地域における「産・官・学・金・労・言」連携の強化と
 　 地方創生への積極関与
 ⑵ 地域の成長産業や特定分野に対する支援
 ⑶ 地域活性化につながる取組みの推進

3 地域やお客さまに対する積極的な情報発信
 ⑴ ディスクロージャー誌及びＨＰへの掲示
 ⑵ 地元会社説明会での説明

地域密着型金融の位置付け 平成27〜29年度における地域密着型金融への取組み

1 顧客企業に対するコンサルティング機能の発揮
2 地域の面的再生への積極的な参画
3 地域やお客さまに対する積極的な情報発信

平成24〜26年度における取組み

項目 債務者区分
ランクアップ先数

ビジネスマッチング
情報の提供件数

目 標 30先（3年間累計） 年間2,000件

計数目標

項 目 債務者区分
ランクアップ先数

ビジネスマッチング
情報の提供件数

目 標 30先（3年間累計） 年間2,000件
実 績 46先（3年間累計） 年間2,483件

計数目標と進捗状況

お申込み

決算資料の
ご提出

現状や課題等の
ヒアリング

格付の開示

格付開示資料
のご提供

代表的な財務
指標のご説明

お客さまの経営改善と
成長をサポート

経営課題の共有

財務内容の良化に
向けたご提案

自社の「強み」
「弱み」の把握・

共有

【地元大学との連携強化（連携セミナー）】

24年度 25年度 26年度

単位：億円

20

35

50

当行営業店 当行医療・介護チーム 
医療・介護推進責任者
（各営業店1名配置）

2名体制（エリア制）
（地域ビジネス推進室内）

外外部部専専門門家家 
コンサルタント、税理士、会計士、行政、各種関係機関等 

（医療・介護） お客さま

【山陰海岸ジオパークフェア】 【故郷とっとり応援定期預金の取扱開始】
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